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参考資料

はじめに

～自殺対策の総合的な展開を効果的に進めるために～
　・東京都は、平成１９年７月に『自殺総合対策東京会議』を設置し、医療、福祉、教育、産業など多様な分野の参加により、官民が連携して自殺総合対策に取り組むこととした。
　・この間、自殺の事前防止、危機対応、遺族支援の段階ごとに取組に着手し、自殺の現状や自殺の危険についての普及啓発、自殺の早期発見・早期対応のための体制の整備、遺族への適切なケアの確保などについて対策を進めてきた。

・また、雇用情勢が悪化し、生活不安も高まってきていることから、関係施策の実施とともに、必要な人に必要な支援が確実に届くよう、各関係機関への情報提供等にも自殺対策の一環として取り組んできた。

・今後、東京における自殺の実態に合わせ、また、社会的な要因も踏まえて総合的な自殺対策の取組をさらに充実する必要がある。
　・そのため、東京都及び関係機関・団体等の役割及び今後の取組の方向性を明らかにし、さらに効果的に自殺対策を推進するために、基本的な取組方針を策定することとした。

　・都は、社会経済情勢の変化もふまえ、関係者の連携・協力のもとに、より一層、「生きるための支援」としての総合的な自殺対策の推進を図っていく。
　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京都福祉保健局
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

１　取組方針策定の目的

○　都においては、自殺総合対策大綱の基本認識(注１)を踏まえ、「生きやすい、生きがいのある東京」を実現するために、都の現状に即した総合的な自殺対策を推進する必要がある。

○　自殺には多様かつ複合的な原因及び背景があることを踏まえ、分野や官民の別に捉われることなく、多様な機関・団体、地域が一体となって、自殺対策を推進することが必須である。

　○　関係機関・団体の連携・協力を強化し、それぞれの役割をふまえながら、より効果的かつ総合的に自殺対策への取組を推進するため、東京都における自殺対策の取組方針を策定する。

（注１）自殺総合対策大綱における自殺対策の基本認識
　　　　　○自殺は追い込まれた末の死
　　　　　○自殺は防ぐことができる

　　　　　○自殺を考えている人は悩みを抱え込みながらもサインを発している。

２　東京の自殺の現状
（１）全体的な状況
○自殺者数は、平成10年に対前年比36％増と急増した後、多少の増減を繰り返しながらも、2,500人～2,800人という高い水準が続いている。
○男性の自殺者数は、女性の約2倍である。

○自殺死亡率(注２)は全国平均よりも低いが、女性については全国平均を上回っている。

　　(注２)自殺死亡率とは、人口10万人当たりの死亡者数

（２）性別の特徴

○自殺死亡率が最も高いのは50歳代後半の男性であり、一時２倍以上に上昇し、その後やや低下しているものの、まだかなり高い水準となっている。

○20歳～30歳代の女性の自殺死亡率が徐々に高まってきている。

（３）年齢別の特徴

○東京は、30歳代以下の比較的若い世代の自殺者の割合が、全国よりも高く、自殺者の約３分の１を占めている。

○高齢者の自殺死亡率は、確実に低下してきているが、高齢者人口の増加により、自殺者数は増加してきている。

（４）自殺の原因

○自殺の原因では、健康問題が最も多く、次いで経済・生活問題、家族問題となっている。
○健康問題の多くは、うつ病等の「精神疾患の悩み・影響」によるものである。
３　自殺対策の基本的な考え方

○　次のような基本的な考え方のもとに、自殺総合対策の取組方針を策定し、取り組みを進めていく。

　◎　都民だけではなく、都内への通勤・通学者等を含め、広く自殺対策の対象として捉えていく

　◎　環境整備や社会的要因に対する対策も含めて総合的に取り組む

　◎　行政及び各分野の団体・機関・個人等の連携・協力により対策を進める

　◎　事前予防、危機対応、事後対応の各段階ごとに対策を進める

　◎　都の自殺の実態を踏まえ、効果的に取組を進める

　

４　目標数値と対策の方向性

（１）目標数値
○　自殺総合対策大綱における全国の目標数値に合わせ、平成28年までに、自殺死亡率を20％以上減少させることを目標とし、当面の取組方針と中長期的な方向性を示す。

　　※平成17年の自殺死亡率21.7　→　28年までに17.4以下

（２）対策の方向性

○　50歳～64歳の男性の自殺死亡率の上昇が最も顕著であり、現在もまだ高い水準にあるため、この層の男性の自殺率低下をねらいとした取組を重点的に行う。

　　社会的背景への対策、勤務に関する問題への対策が有効と考えられる。
　○　20歳～39歳の自殺死亡率は徐々に上昇する傾向にあり、特に女性において顕著であることから、この層の自殺率の上昇に歯止めをかけることを目指した対策を講じる。

　○　高齢者の自殺死亡率は低下傾向にあるが、高齢者人口が増加する中で、65歳以上の自殺者数は増加しているため、この層の自殺者数の伸びを抑えることをねらいとした対策を講じる。

５　重点施策

（１）自殺防止のための環境整備

　①　自殺の実態把握

　　　○　自殺対策を効果的に推進するために、実態をできる限り正確に把握する必要がある。
　　　　○　東京都は、下記の資料を活用するなど、地区別、年代別の自殺の現状、背景等を分析したうえで、関係機関に情報提供を行い、地域特性を踏まえた自殺対策を進めていく。
・人口動態統計

自殺者数や自殺死亡率の推移などの動向を把握し、重点的な対策立案の参考にするとともに、区市町村別の自殺者数、自殺死亡率等を分析し、地域の取組に資する。

・警視庁自殺統計

警察の所轄単位で示される自殺の原因・動機、手段等を分析し、地域の自殺の発生状況を把握していく。
・監察医務院検案データ

　　自殺に関する検案件数の速報値報告により、自殺の発生状況を迅速に把握し、動向を踏まえた対策立案に資する。

　　また、自殺の背景等を自殺者の住所別に分析し、地域の重点的な取組方策の立案に資する。
・自死遺族実態調査結果
自殺に至る背景等を詳細に分析するとともに、自殺予防のために必要な施策や、遺族支援へのニーズを把握する。

　②　自殺を防ぐ環境整備

　　　　○　ホーム等の転落防止対策

・鉄道ホームへの転落防止さくの設置により、自殺を抑止する効果も期待できることから、鉄道各社において設置の検討を行うなどの取組が進むよう求めていく。
・マンションやビルの屋上等からの転落を防止するため、非常階段の施錠や転落防止のためのフェンスの設置を行う等、ビル管理者の取組が必要である。特に、転落が多発している地区等では、重点的に取組を進めることを求めていく。
○　インターネットや携帯電話等の利用における、自殺を誘発する等のおそれがある有害な情報から子どもたちを守るために、保護者にメディア情報の正しい利用方法を伝える講座の開催などの取組を進めていく。

　③　危機情報の迅速な伝達・対応の仕組みの整備
○　特定の手段を用いた自殺や、特定の地域での自殺の多発などの状況を把握した機関から情報収集した情報を迅速に関係機関に伝達することにより、関係機関が連携して対策を講じる体制を整備する。
○　特に、東京都監察医務院においては、特別区内の異状死体の検案・死因の特定を行っており、特別区内で発生した自殺が疑われる死亡者全ての検案を行っている。特定の手段（例：有毒ガス）による自殺が多発するなどの状況が発生した際に、いち早く察知することが可能であることから、監察医務院が把握したこのような情報を関係機関により円滑に伝達するための仕組みを構築していく。
　
　
（２）自殺予防のための情報提供と普及啓発
①　自殺予防に関する情報提供

　　　○　自殺予防に資する情報を、誰もが容易に入手できるよう、情報提供体制を充実することが必要である。特に、様々な悩みや問題を抱えている人、自殺念慮のある人などに対して、的確な情報提供ができる仕組みを作る。

○　情報提供対象者の居住地域や職業・勤務実態、年代等を考慮して、個々の状況に応じた最も効果的な提供方法を検討する。特に、男性では40～60歳代、女性では、20～30歳代といった自殺の多い年代に的を絞った情報提供方法を工夫し、重点的に情報提供を行う。

· 「自死遺族実態調査」の結果等を活用し、支援を必要としている方が、どのような情報を必要としているのか把握する。

· 東京都をはじめとした様々な団体が連携し、機会を捉えタイムリーな情報提供を行っていく。

· 特に、相談窓口については、どの相談支援機関がどのような相談に対応しているかなど、きめ細かな情報提供が必要である。このため、相談･支援を必要としている人が、容易に相談窓口を検索できる仕組みを構築し、周知していく。

· 媒体としては、インターネット・モバイルサイトや広報紙等を活用して、自殺予防に関する情報提供を行う。

　　・インターネットによる情報提供

ホームページを活用して、自殺予防に関する総合的な情報提供に努める。多くの情報を効率的に提供できるよう、関係機関が相互にリンクを張るなど、工夫する。

　　　・モバイル機器利用者への情報提供

パソコン以外にも、携帯電話などのモバイル機器でも閲覧可能な形での情報提供に努める。

　　　・対象者への情報提供方法の検討

高齢者などインターネットを利用しない層への情報提供として、広報紙を活用するほか、区市町村や各種相談機関の窓口、医療機関などにおいて、来訪する相談者の特性に合わせた媒体による情報提供ができるよう努める。
　②　自殺対策強化月間における啓発事業の実施
· 東京都では、9月と3月を自殺対策強化月間としており、この時期に「自殺防止！東京キャンペーン」を実施し、重点的に普及啓発を行っていく。
· 普及啓発に当たっては、自殺の要因の一つである精神疾患や自殺問題に対する都民の誤解や偏見を取り除き、一人ひとりが身近な人の自殺のサインに気づき、自殺予防に結びつける行動が取れるようになることを目指す。

· 悩みや問題を抱える人が、医療機関や相談機関等を利用しやすくなるよう、相談窓口に関する情報を提供するとともに、関係機関が連携して強化月間中の特別相談を実施するなど、相談体制の拡充を図る。
　③　マスメディアによる都民の理解促進の取組

· マスメディアが持つ都民への普及･啓発の力は大きいため、正しい知識の普及や相談窓口の周知等について、マスメディアの協力を求めていく。

· 「自殺予防～メディア関係者のための手引き～」の周知

・自殺に関する情報を正確に伝えることは重要であるが、不適切な報道が行われると、同様の手段による自殺の誘引・多発も懸念されるため、報道にあたっては、こうした点についての配慮が求められる。

・自殺に関する報道のあり方については、世界保健機関（ＷＨＯ）から「自殺予防～メディア関係者のための手引き～」が示されており、その周知に努める。

・報道各社において、既存の倫理規定の他に、この手引きを参考として自殺報道に関するガイドラインを策定・遵守するなど、適切な報道に努めるよう求めていく。

（３）相談・支援の充実による自殺の防止

　①　相談・支援体制の充実

· こころの悩みや自殺防止に関する相談・支援の充実

・こころの悩みを抱えたり、自殺念慮のある人が、必要な時に適切な相談を受けられるよう、相談窓口の充実に努める。

・相談者が利用しやすいように、電話、来所、インターネットや携帯電話のメールによる相談など、様々な手法による相談を実施する。

· 各種相談・支援体制の充実強化

・就労問題、経済問題、生活問題など、様々な悩みに応え、生活の基盤を支えるための相談体制の強化を図る。

・若者の漠然とした悩みや不安を受け止めるため、若者を対象とした総合相談窓口を設置し、継続的に相談対応を行う体制を整備する。

・こころの相談や自殺防止の相談を行う窓口との緊密な連携により、悩みや問題を抱える人の問題解決に向けた取組を進める。
· 多重債務問題に関する相談・支援の充実

・多重債務を苦にした自殺を防止するため、多様な窓口において、多重債務者の掘り起こしと専門機関との連携機能を果たすことができるよう、都は多重債務問題対策のマニュアルの普及や研修を実施する。

・多重債務相談に関する「東京モデル」(注３)の拡充など、都・区市町村・関係機関の連携による相談・支援体制の強化を図る。

 （注３）東京モデルとは、多重債務問題を抱える相談者を法律専門家に確実につなぎ、問題解決のための道筋ができるまで、きめこまかくフォローアップするしくみ。
　②　相談機関の連携・協力の強化
　○　相互の情報共有の充実

・各相談機関の業務内容、アクセス方法等について記載するなど相談窓口リストの充実を図るとともに、関係機関同士で共有する。

・相談窓口リストを活用することにより、相談者に適切な相談窓口の紹介を行うなど、コーディネート機能を強化する。

· 「こころといのちの相談・支援 東京ネットワーク」の充実
・自殺の背景となる多重債務、いじめ、過労、健康問題、家庭問題などへの相談に的確に対応するため、多様な相談・支援機関等の連携体制を構築する。

・各相談・支援機関において、情報共有を図り、各機関間の連携協力体制の強化を図る。

・都民の多様な悩みや問題の解決に向けては、地域できめ細かく相談に対応する必要がある。そのため、東京都全域をカバーするネットワークに加え、身近な行政機関窓口や関係団体等が連携して相談に応じる、地域の相談･支援ネットワークの構築を図る。
· 相談マニュアル等の作成

・各相談･支援機関が、自殺が複合的な要因により引き起こされ、適切な介入等により自殺は防ぐことができることなど、自殺問題に関する正しい認識を有し、自殺念慮のある相談者などにも的確に対応できるよう、相談支援マニュアル等を作成する。

　③　自殺防止のための人材育成と専門性の向上

· ゲートキーパーの養成

・ゲートキーパーは、医療･福祉、教育、経済･労働、地域など、様々な分野において、身近な人の自殺のサインに気づき、見守りながら相談・支援機関につなぐ役割を担う。

・ゲートキーパー養成のための指導者を育成し、官民を問わず、様々な分野においてゲートキーパーとなる人材の養成を強化する。

・養成研修に必要な教材等を作成し、様々なゲートキーパー養成研修での活用を図る。
· 相談窓口職員等を対象とした研修の充実

・各機関で相談にあたる職員等の対応力を向上させるため、相談担当職員に対して研修を行う。

・研修に当たっては、ゲートキーパー養成研修を活用して実施するほか、経済問題への対応、疾病の特性の理解など、個別課題について研修の機会の確保に努める。

· 自殺対策担当者への専門的助言やこころのケアの推進

・区市町村などにおけるゲートキーパー等の自殺対策担当者が、対応困難な事例に遭遇した場合などに、ゲートキーパーの対応方針等について助言等を行う体制の構築を図る。

・自殺対策担当者の心理的な負担を軽減するため、担当者が自らのこころの悩み等を相談できる仕組みを検討する。
　　　
（４）こころの健康づくりと早期発見・早期対応の取組の推進
　①　職域のメンタルヘルス対策

· メンタルヘルス研修等の充実

・働き盛り世代のこころの健康づくりをすすめるため、中小企業におけるこころの健康づくりの取組を推進するとともに、企業の衛生管理者等を対象とした、ストレスマネジメントやメンタルヘルスに関する研修を充実する。

· ワーク・ライフ・バランスの推進

・過重労働による心身への負担を軽減するために、ワーク・ライフ・バランスの取組を推進する。

· 産業医等の産業保健スタッフによるメンタルヘルスの取組の充実
・産業医、保健師等によるメンタルヘルス対策の取組を進めるため、研修等の充実を図る。

　②　地域におけるこころの健康づくりやうつ病の早期発見の取組
· 地域でのこころの健康づくりや早期発見の取組
・都民が家族の心身の不調に気づき、早期に医療機関の受診など、適切な対応を行えるよう、都民を対象としたうつ病などの精神疾患に関する学習会等を開催する。あわせて、ストレスマネジメントの手法など、こころの健康づくりに関する普及啓発を行う。
・地域包括支援センター職員やケアマネジャーなど、地域で高齢者等の住民に直接接する機会の多い従事者に対して、自殺予防への取組や高齢者のうつ病等に関する研修を実施する。
· 要支援家庭の早期発見と支援
・産後うつ等のリスクを有する家庭の早期発見・早期対応など、子育て中の家庭のこころの健康づくり、適切な医療機関の早期受診等の支援を充実する。

　　
　　　

　③　学校での心の健康づくりや自殺予防の取組の推進
○　「心とからだの健康づくり」
　・児童生徒が、自他をいくつしみ生命を大切にするなど、人間性豊かに健やかに成長するよう、学校・家庭・地域の連携のもとに「心とからだの健康づくり」を推進する。

○　児童生徒の自殺予防

・児童生徒の自殺を予防するために、教職員の指導資料「自殺防止リーフレット」を活用して研修を行うなど、自殺予防の取組を推進する。

　④　適切な精神科医療の受診確保
· 内科医等のかかりつけ医と精神科医の連携の強化
・内科医や産業医等が、精神科医と連携してうつ病の診療を行えるよう、うつ診療充実強化研修事業の実施地区の拡大を図る。

・医療機関間の患者紹介等を円滑に進めるため、医療機関リストや標準的な紹介状様式を作成するなど、かかりつけ医と専門医の連携強化を進める。

・医療機関利用者が必要に応じて相談・支援機関に相談できるよう、医療機関への情報提供などによる連携強化を図る。

（５）自殺未遂者へのケアと再発防止

　①　自殺未遂者への精神的ケアの充実

・救急医療機関における自殺未遂者への精神的ケアや、連携強化のためのモデル的な取組を実施するなど、未遂者支援の充実を図る。

・救急医療機関を受診した後、地域で必要な精神科医療を継続して受けることができるよう、救急医療機関と精神科専門医療機関の連携の強化を図るとともに、必要に応じて地域の相談・支援機関との連携を図る。

　②　未遂者支援に関する人材育成
・未遂者の精神的ケアや支援を効果的に行うため、医療機関や地域保健関係機関等の従事者の研修などにより、人材の育成を行う。

（６）遺族へのケアと支援の充実

①　遺族等への総合的な支援の充実

○　「自死遺族実態調査」の結果等も踏まえ、社会生活の多様な側面からの遺族等へのケアのあり方を分析・検証し有効な支援策の充実を図る。

○　時期を失することなく、遺族等が必要な支援を利用できるように、リーフレットを含め種々の媒体により情報提供を行う。

　②　「自死遺族のつどい」への支援

○　自死遺族のつどい（分かち合いの会など）は、遺族等が自死の悲嘆を乗り越え回復の道を歩むために重要な役割を果たすという認識のもと、会場の提供を行うなど、種々の支援を実施・検討する。

　③　遺族支援に関する人材の育成

○　都は、必要に応じて民間団体等と連携して、遺族等のケアに取り組む公的機関や民間団体の関係者の資質向上のための研修を行う。また研修や対応マニュアルの作成等を通して、直接ケアにあたる従事者が困難や悩み抱え込まないための仕組みづくりに努める。
④　都民への啓発･普及

○　自殺者、遺族等への偏見の除去や、望ましい対応やケアについての理解を深めるため、都民への普及・啓発活動を充実する。　
６　推進体制

　（１）自殺総合対策東京会議
○　保健・医療、福祉、労働、教育等の関係機関、ＮＰＯ等の民間団体、行政機関は、この会議のもとに認識を一つにして、連携・協力し、総合的な自殺対策を推進する。
（２）関係機関・団体等の役割

· 自殺予防に取り組むＮＰＯ等の関係団体は、自ら自殺念慮者や遺族等への支援を行うとともに、行政機関等と連携・協力して自殺対策を推進する。
· 企業等の労働分野の関係者は、従業員等のワーク・ライフ・バランスやこころの健康づくりの推進等、うつ病や自殺予防のための取組を進め、働き盛り世代の自殺予防に努める。
· 教育関係者は、児童生徒等の心とからだの健康づくりや生きる力を高めるための教育の推進、自殺予防のための教職員の研修等を行い、児童生徒の自殺予防の取組を推進する。

· 保健所等の地域保健関係機関は、地域におけるこころの健康づくりや住民への普及啓発、こころの健康等に関する相談・支援、うつ病の早期発見・対応等に資する人材育成など、ヘルスプロモーションの観点に立ち、地域の実情に応じた取組を展開する。
· 医療機関、高齢者支援機関、障害者支援機関、法律・労働経済・生活福祉等の各種相談機関など、あらゆる機関･団体は、利用者や都民の自殺の危険性を早期に察知し、適切な支援窓口に結びつけるよう努める。

（３）区市町村の役割
○　今後、都全域での取組とともに、区市町村が、地域の自殺の特性を踏まえた独自の自殺対策を推進していくことが重要である。

· 区市町村は、地域の自殺の実態を把握し、これを踏まえた上で、地域住民等に対する普及啓発、自殺の危険を早期発見し、自殺を予防するための人材育成や相談窓口の連携体制づくりなどの自殺対策を進めていく。
（４）東京都の役割

· 東京都は、「自殺総合対策東京会議」を設置･運営し、都の自殺の実態の分析・把握、関係機関や区市町村等への情報提供、人材育成事業及びその他自殺総合対策全般の企画・立案・実施を行う。

· 東京都は、東京における自殺総合対策の取組状況を把握し、関係機関等の連携・協力体制の構築のための調整等を行う。[image: image1.png]
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